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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。 

３. 第12期第２四半期連結累計期間及び第12期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．第12期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第12期

第２四半期 
連結累計期間 

第13期
第２四半期 

連結累計期間 
第12期 

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

営業収益（千円）  1,085,919  1,262,006  2,222,758

経常利益（千円）  243,750  409,409  357,756

四半期純利益又は四半期（当期）純

損失（△）（千円） 
 △2,543,744  397,087  △2,321,716

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △2,551,764  396,566  △2,324,996

純資産額（千円）  △929,677  1,693,663  1,297,097

総資産額（千円）  15,261,000  17,151,963  16,921,327

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期（当期）純損失 

金額（△）（円） 

 △12,032.45  915.73  △9,273.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  915.65  －

自己資本比率（％）  △6.4  9.6  7.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,130,650  △424,865  △1,605,400

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 177,961  △1,051  150,482

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △439,600  △210,400  910,681

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
 2,030,382  2,242,117  2,878,434

回次 
第12期

第２四半期 
連結会計期間 

第13期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △12,425.64  563.05

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、東日本大震災による厳しい状況から徐々に持ち直す動きが

見られるものの、電力供給への不安、欧米の財政不安を背景とした円高の長期化など懸念すべき事項も多く、先行

き不透明な状況が続いております。 

 当社グループは金融サービスとアウトソーシングを融合させ、中小企業の資金繰りを支援するサービスを行って

おります。金融環境は一時の危機的な状況を脱しておりますが、震災による生産活動の停滞、個人消費の低迷など

の影響を受け、中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況となっております。 

このような環境の下、当社グループは震災復興も含めた中小企業の資金ニーズに迅速に対応できるよう、サー

ビス内容を一部改善し、事業の呼称を「C.Fダイレクト」事業から「フレックスペイメントサービス（ＦＰＳ）」

事業に変更して、中小企業に対して更なる資金繰り支援を行ってまいりました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、取扱累計高66,047百万円（前年同四半期比17.1％

増）、営業収益1,262百万円（前年同四半期比16.2％増）、営業利益400百万円（前年同四半期比81.9％増）、経常

利益409百万円（前年同四半期比68.0％増）、四半期純利益397百万円（前年同四半期は四半期純損失2,543百万

円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、買取債権の増加及び金

融機関への有利子負債の返済等により、前連結会計年度末に比べ636百万円減少し、2,242百万円となりました。 

  

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果使用した資金は424百万円（前年同四半期比62.4％減）となりました。これは主に買取債権の

増加によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は１百万円（前年同四半期は177百万円の獲得）となりました。これは主に有形

固定資産の取得によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は210百万円（前年同期比52.1％減）となりました。これは主に金融機関への有

利子負債の返済によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

    当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

 （注） 平成23年６月24日開催の第12期定時株主総会において、「資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金処分

の件」が承認可決され、平成23年7月29日にその効力が発生いたしました。それにより、資本金が3,546,872千

円、資本準備金が4,876,077千円それぞれ減少しております。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  732,828

計  732,828

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  433,630  433,630
東京証券取引所 

市場第一部 

当社は単元株制度は 

採用しておりません。

計  433,630  433,630 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  433,630  △3,546,872  1,221,823  △4,876,077  －
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（注）日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は13,749株であります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ドン・キホーテ 東京都目黒区青葉台2-19-10  210,726  48.59

T&Y Venture Partners 

業務執行組合員 吉田直樹 
東京都千代田区六番町12-15  31,452  7.25

㈱オムニグループ 東京都千代田区麹町1-8-1  24,944  5.75

㈱オーエムツーネットワーク 東京都港区芝大門2-4-7   22,222  5.12

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11  13,749  3.17

井上洋子 東京都港区  12,472  2.87

㈱焼肉の牛太  兵庫県姫路市楠町113  11,111  2.56

安田隆夫 東京都港区  9,851  2.27

上田義輝 大阪府大阪市  8,314  1.91

早崎努 東京都港区  5,668  1.30

計 －  350,509  80.83

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     433,630  433,630 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  433,630 － － 

総株主の議決権 －  433,630 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表についてＵＨＹ東京監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、ビーエー東京監査法人は平成23年６月１日をもって、法人名をＵＨＹ東京監査法人に変更しております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,128,434 2,492,117

買取債権 ※2  11,655,790 ※2  12,760,983

売掛金 54,211 75,580

その他 284,474 37,298

流動資産合計 15,122,910 15,365,980

固定資産   

有形固定資産 613,648 572,027

無形固定資産 12,720 7,451

投資その他の資産   

長期未収入金 653,411 655,128

その他 518,637 551,374

投資その他の資産合計 ※1  1,172,048 ※1  1,206,503

固定資産合計 1,798,417 1,785,983

資産合計 16,921,327 17,151,963

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※3  15,200,900 ※3  15,084,900

1年内返済予定の長期借入金 94,400 －

未払法人税等 15,248 8,688

預り金 ※4  14,245 ※4  13,503

賞与引当金 16,706 24,052

その他 261,587 298,194

流動負債合計 15,603,087 15,429,339

固定負債   

その他 21,142 28,961

固定負債合計 21,142 28,961

負債合計 15,624,230 15,458,300

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,768,696 1,221,823

資本剰余金 4,876,077 －

利益剰余金 △8,397,003 423,034

株主資本合計 1,247,770 1,644,858

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △4,673 △5,194

その他の包括利益累計額合計 △4,673 △5,194

新株予約権 54,000 54,000

純資産合計 1,297,097 1,693,663

負債純資産合計 16,921,327 17,151,963
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業収益 1,085,919 1,262,006

金融費用 176,225 158,377

販売費及び一般管理費 ※  689,705 ※  703,564

営業利益 219,988 400,064

営業外収益   

受取利息 841 263

受取地代家賃 23,029 10,014

その他 2,798 1,881

営業外収益合計 26,669 12,159

営業外費用   

賃貸費用 2,907 2,813

営業外費用合計 2,907 2,813

経常利益 243,750 409,409

特別利益   

賞与引当金戻入額 3,175 －

特別利益合計 3,175 －

特別損失   

減損損失 252,000 47,000

貸倒引当金繰入額 2,442,651 －

その他 90,303 3,343

特別損失合計 2,784,954 50,343

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,538,028 359,066

法人税、住民税及び事業税 4,720 3,679

法人税等調整額 995 △41,700

法人税等合計 5,716 △38,021

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,543,744 397,087

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,543,744 397,087
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,543,744 397,087

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,019 △521

その他の包括利益合計 △8,019 △521

四半期包括利益 △2,551,764 396,566

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,551,764 396,566
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△2,538,028 359,066

減価償却費 13,075 9,988

減損損失 252,000 47,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,441,843 △132

賞与引当金の増減額（△は減少） △166 7,346

受取利息及び受取配当金 △1,316 △786

有形固定資産売却損益（△は益） 88,531 －

買取債権の増減額(△は増加) △1,358,404 △1,105,192

未収入金の増減額（△は増加） － 247,444

長期営業債権の増減額(△は増加) 7,444 6,019

長期未収入金の増減額(△は増加) 24,699 △1,717

未払金の増減額（△は減少） 582 16,048

預り金の増減額（△は減少） △11,788 △741

前受収益の増減額（△は減少） 9,180 18,357

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,693 △1,076

その他 △57,808 △21,515

小計 △1,124,461 △419,892

利息及び配当金の受取額 1,316 786

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △7,505 △5,759

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,130,650 △424,865

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △10,099

有形固定資産の売却による収入 186,709 －

無形固定資産の取得による支出 △1,150 －

投資有価証券の取得による支出 △767 △203

子会社株式の取得による支出 △1,000 －

差入保証金の差入による支出 △3,679 △2,378

差入保証金の回収による収入 － 3,769

預り保証金の返還による支出 △2,156 △95

預り保証金の受入による収入 － 7,913

その他 4 42

投資活動によるキャッシュ・フロー 177,961 △1,051

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △288,000 △116,000

長期借入金の返済による支出 △151,600 △94,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △439,600 △210,400

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,392,288 △636,316

現金及び現金同等物の期首残高 3,422,671 2,878,434

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,030,382 ※  2,242,117
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

投資その他の資産 千円1,189,806

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

投資その他の資産 千円1,189,673

※２ 買取債権 

   当連結会計年度において債権売却によって、オフバ

ランスされている買取債権残高は 千円であ

ります。  

  

1,191,654

※２ 買取債権 

   当第２四半期連結会計期間において債権売却によっ

て、オフバランスされている買取債権残高は

千円であります。  

  

1,379,463

※３ 財務制限条項等 

    ㈱フィデック（以下「当社」）は、20金融機関（以

下「貸付人」）及びみずほ銀行（以下「エージェン

ト」）と、総額 千円のシンジケートローン

契約を締結しており、本契約には以下の財務制限条項

等がついております。 

    財務制限条項等に抵触した場合、多数貸付人（総貸

付高の ％以上）の請求に基づくエージェントの借入

人への通知により、期限の利益を喪失します。 

   （借入人の確約） 

    各月末時点における担保対象買取債権の金額から預

り金等反対債務の金額を控除した金額とみずほ銀行池

袋支店普通預金口座及び三井住友銀行新宿支店普通預

金口座の残高の合計金額が総貸付残高（八十二銀行貸

付残高を除く）に占める割合（以下担保割合）が ％

（平成23年10月31日以降は85％）を下回らないこと。

   (注)連結会計年度末の担保割合は ％であります。

15,200,900

67

80

81.2

※３ 財務制限条項等 

    ㈱フィデック（以下「当社」）は、20金融機関（以

下「貸付人」）及びみずほ銀行（以下「エージェン

ト」）と、総額 千円のシンジケートローン

契約を締結しており、本契約には以下の財務制限条項

等がついております。 

    財務制限条項等に抵触した場合、多数貸付人（総貸

付高の ％以上）の請求に基づくエージェントの借入

人への通知により、期限の利益を喪失します。 

   （借入人の確約） 

    各月末時点における担保対象買取債権の金額から預

り金等反対債務の金額を控除した金額とみずほ銀行新

橋支店普通預金口座及び三井住友銀行新宿支店普通預

金口座の残高の合計金額が総貸付残高（八十二銀行貸

付残高を除く）に占める割合（以下担保割合）が ％

（平成23年10月31日以降は85％）を下回らないこと。

   (注)当第２四半期連結会計期間末の担保割合は ％

であります。     

15,200,900

67

80

90.1
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前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

   （担保制限条項） 

      当社は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ

貸付人およびエージェントに対する本契約上の全ての

債務の履行が完了するまで、本契約にもとづく債務を

除く当社または第三者の負担する現在または将来の債

務（借入金債務、社債、保証債務、その他これらに類

似の債務を含む）のために担保提供を行わない。但

し、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りで

はない。  

①資産取得を目的とする借入金につき、かかる取得

資産を担保提供する場合（但し、根担保の提供の

場合は、極度額は当該借入金の額を限度とす

る）。 

②担保権が設定された資産を新たに取得する場合。

③資産流動化の手法により資金調達を行う際に担保

提供する場合（但し、根担保の提供の場合は、極

度額は当該資金調達の金額を限度とする）。 

④本件納入企業以外の企業より当社が買取る債権

を、本契約以外の資金調達を行う際に担保提供す

る場合（但し、根担保の提供の場合は、極度額は

当該資金調達の金額を限度とする）。 

⑤多数貸付人が担保権の設定を認める場合。  

     （財務制限条項）  

    当社は、平成23年3月決算期以降、決算期の末日お

よび第2四半期会計期間の末日において、以下の各号

の条件を充足することを確約する。 

①貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

負の値としないこと。 

②貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

負の値としないこと。 

③損益計算書（連結ベース）上の経常損益につき、

損失を計上しないこと。 

④損益計算書（単体ベース）上の経常損益につき、

損失を計上しないこと。 

  

     （担保制限条項） 

    当社は、本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ

貸付人およびエージェントに対する本契約上の全ての

債務の履行が完了するまで、本契約にもとづく債務を

除く当社または第三者の負担する現在または将来の債

務（借入金債務、社債、保証債務、その他これらに類

似の債務を含む）のために担保提供を行わない。但

し、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りで

はない。  

①資産取得を目的とする借入金につき、かかる取得

資産を担保提供する場合（但し、根担保の提供の

場合は、極度額は当該借入金の額を限度とす

る）。 

②担保権が設定された資産を新たに取得する場合。

③資産流動化の手法により資金調達を行う際に担保

提供する場合（但し、根担保の提供の場合は、極

度額は当該資金調達の金額を限度とする）。 

④本件納入企業以外の企業より当社が買取る債権

を、本契約以外の資金調達を行う際に担保提供す

る場合（但し、根担保の提供の場合は、極度額は

当該資金調達の金額を限度とする）。 

⑤多数貸付人が担保権の設定を認める場合。  

     （財務制限条項）  

    当社は、平成23年3月決算期以降、決算期の末日お

よび第2四半期会計期間の末日において、以下の各号

の条件を充足することを確約する。 

①貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

負の値としないこと。 

②貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

負の値としないこと。 

③損益計算書（連結ベース）上の経常損益につき、

損失を計上しないこと。 

④損益計算書（単体ベース）上の経常損益につき、

損失を計上しないこと。 

  

※４ 預り金 

   当社の支払代行業務にかかる一時預り金が   

千円含まれております。 1,688

※４ 預り金 

   当社の支払代行業務にかかる一時預り金が   

千円含まれております。  950
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

株主資本の金額の著しい変動 

 当第２四半期連結会計期間において、株主資本合計が2,626百万円減少した結果、929百万円の債務超過とな

りました。これは主に四半期純損失2,626百万円の計上によるものであります。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）  

株主資本の金額の著しい変動 

 平成23年６月24日開催の第12期定時株主総会において、「資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金処

分の件」が承認可決され、平成23年７月29日にその効力が発生いたしました。この結果、資本金が3,546百万

円、資本準備金が4,876百万円それぞれ減少し、利益剰余金が8,422百万円増加しております。 

 以上により、当第２四半期連結会計期間末における資本金の額は1,221百万円、資本剰余金の額は０円とな

っておりますが、株主資本合計の金額に著しい変動はありません。 

   

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

当社及び連結子会社の事業は、金融サービスとアウトソーシングサービスを融合させた「C.Fダイレクト

事業」の単一事業のため、セグメント情報の記載を省略しております。   

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

当社及び連結子会社の事業は、金融サービスとアウトソーシングサービスを融合させた「ＦＰＳ事業」の

単一事業のため、セグメント情報の記載を省略しております。   

   

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

販売促進費 235,697千円 

給料手当 99,771千円 

賞与引当金繰入額 21,646千円 

貸倒引当金繰入額 439千円 

販売促進費 243,304千円 

給料手当 117,678千円 

賞与引当金繰入額 24,052千円 

貸倒引当金繰入額 988千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在）

（千円）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在）

（千円）

  

現金及び預金勘定 2,280,382

預入期間が３か月を超える

定期預金 

△250,000

現金及び現金同等物 2,030,382

現金及び預金勘定 2,492,117

預入期間が３か月を超える

定期預金 

△250,000

現金及び現金同等物 2,242,117

（株主資本等関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△） 
円 銭 △12,032 45 円 銭 915 73

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 △2,543,744  397,087

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円） 
 △2,543,744  397,087

普通株式の期中平均株式数（株）  211,407  433,630

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  － 円 銭 915 65

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  39

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

第４回新株予約権（普通株式 

株） 

 

615
───── 

 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月９日

株式会社フィデック 

取締役会 御中 

ＵＨＹ東京監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 谷田 修一   印 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 鹿目 達也   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フィデ

ックの平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年

9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フィデック及び連結子会社の平成23年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。  

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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